
茨木市附属機関設置条例（抜粋） 

平成25年３月13日 

茨木市条例第５号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるもののほか、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項に規定する附属機関（以下「附属機

関」という。）の設置について必要な事項を定めるものとする。 

（設置及び担任事務） 

第２条 執行機関の附属機関として別表左欄に掲げる附属機関を置き、その担任する事務は

同表右欄に定めるとおりとする。 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項は、当該附

属機関の属する執行機関が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

 

別表（第２条関係） 

市長の附属機関 

名称 担任する事務 

茨木市文化振興施策推進委

員会 

文化振興に係る計画の策定、推進及び見直しに関する事項、文

化芸術施設に係る基本構想の策定及び推進に関する事項その他

文化振興に関する事項についての審議に関する事務 

 



 

 

茨木市規則第 ２５ 号 

 

 

茨木市文化振興施策推進委員会規則 

 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、茨木市附属機関設置条例（平成25年茨木市条例第５号）第３条

の規定に基づき、茨木市文化振興施策推進委員会（以下「委員会」という。）の組

織、運営その他必要な事項を定めるものとする。 

（職務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、茨木市附属機関設置条例別表に定めるその担

任する事務について、意見を述べるものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員13人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 市民 

(2) 学識経験者 

(3) 関係団体から推薦された者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、１年とし、再任を妨げない。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名す

る委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するとこ

ろによる。 

４ 委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明又は意見を

聴くことができる。 

（専門部会） 



 

 

第７条 委員会に、専門的事項に関する審議を分掌させるため、専門部会を置くこと

ができる。 

（庶務） 

第８条 委員会及び専門部会の庶務は、市民文化部において処理する。 

（秘密の保持） 

第９条 委員会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も同様とする。 

（委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長

が委員会に諮って定める。 

 

 

附 則 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

 



 

茨木市文化振興施策推進委員会傍聴要領 

 

 

１ 傍聴する場合の手続 

(1) 傍聴の申込は、原則として事前の電話予約または市役所文化振興課窓口に

て先着順で受け付けます。なお、定員数に達し次第、受付を終了します。 

(2) 傍聴人の定員は、原則として10人とします。ただし、会場に制約があ

る場合は、定員が増減する場合があります。 

(3) 事務局の指示に従って、会場に入室してください。 

(4) 酒気帯びの方の傍聴はお断りいたします。 

 

２ 会議の秩序維持 

(1) 傍聴者は、会議を傍聴するに当たっては、係員の指示に従ってください。 

(2) 傍聴者が３の規定に違反したときは、注意し、なおこれに従わないときは、

退場していただく場合があります。 

 

３ 会議を傍聴するに当たって守るべき事項 

 傍聴者は、会議を傍聴するに当たっては、次の事項を守ってください。 

(1) 会議開催中は、静粛に傍聴することとし、意見を表明したり、拍手その他の

方法により賛否を表明しないこと。 

(2) 騒ぎ立てる等議事を妨害しないこと。 

(3) はち巻き、腕章、たすき、ゼッケン、ヘルメットの類を着用し、又は張り紙、

旗、垂れ幕などを掲げないこと。 

(4) 会場において、飲食又は喫煙をしないこと。 

(5) みだりに席を離れないこと。 

(6) 会場において、写真撮影、録画、録音等を行わないこと。ただし、会議の議

長の許可を得た場合は、この限りでない。 

(7) 携帯電話その他鳴動する機器の電源は、必ず切ること。 

(8) その他会場の秩序を乱し、会議の支障となる行為をしないこと。 



 

茨木市審議会等の会議の公開に関する指針 

 

 

（趣旨） 

第１ この指針は、茨木市情報公開条例（平成 15 年茨木市条例第 35 号。以下「条

例」という｡）第 29 条に規定する会議の公開について必要な事項を定めるものとす

る。 

 （公開の対象となる会議） 

第２ 公開の対象となる会議は、市民、学識経験者等で構成され、法令、条例、規則

又は要綱の定めるところにより、市の事務について審議、審査、調査等を行うため

に設置された機関（以下「審議会等」という。）の会議とする。 

 （会議の公開の基準） 

第３ 審議会等の会議は、原則として公開するものとする。ただし、次のいずれかに

該当する場合は、当該会議を公開しないことができる。 

(1) 会議において、次に掲げるいずれかの情報について審議する場合 

  ア 個人に関する情報（条例第７条第１号） 

  イ 法人等に関する情報（条例第７条第２号） 

  ウ 任意の提供に関する情報（条例第７条第３号） 

  エ 公共の安全等に関する情報（条例第７条第４号） 

  オ 審議、検討等に関する情報（条例第７条第５号） 

  カ 事務又は事業に関する情報（条例第７条第６号） 

  キ 法令等の規定による情報（条例第７条第７号） 

 (2) 会議を公開することにより、公正かつ円滑な審議が著しく阻害され、会議の目

的が達成されないと認められる場合 

 （公開・非公開の決定） 

第４ 審議会等の会議の公開・非公開の決定は、審議会等の長が当該会議に諮って行

う。 

２ 審議会等は、会議を公開しないことを決定したときは、その理由を明らかにしな

ければならない。 

 （公開の方法等） 

第５ 審議会等の会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に当該会議の傍聴を認める

ことにより行うものとする。 

２ 審議会等は、公開する会議において傍聴を認める定員をあらかじめ定め、当該会

場に傍聴席を設ける。 

３ 審議会等は、原則として事前に傍聴を希望する者のうちから先着順に予約を受け

付け、傍聴を認めるものとする。 

４ 審議会等は、会議の開催時間中に、傍聴者を対象とした一時保育を実施するよう

に努めるものとする。 

５ 審議会等の長は、公開する会議の審議に関して提出された資料を傍聴者が閲覧で

きるようにするものとする。 



 

６ 審議会等の長は、傍聴者の希望に応じて、前項の資料を傍聴者に配布することが

できる。 

７ 審議会等は、会議を公開するに当たっては、会議が公正かつ円滑に行われるよう

傍聴に当たって守るべき事項等を定め、会議開催中における会場の秩序維持に努め

るものとする。 

 （会議開催の周知） 

第６ 審議会等は、公開する会議を開催するに当たっては、会議開催予定日の１週間

前までに、会議開催について公表するものとする。ただし、会議を緊急に開催する

必要が生じたときは、この限りでない。 

２ 審議会等は、第５第４項に定める一時保育の手続を行う場合は、会議開催予定日

の３週間前までに、前項の公表を行うものとする。 

３ 会議の開催の公表は、掲示場への掲示、市ホームページへの掲載等の方法により

行うものとする。 

４ 会議開催の公表事項は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 会議名 

  (2) 議題 

  (3) 開催日時 

  (4) 開催場所 

  (5) 傍聴定員 

  (6) 傍聴手続の方法 

  (7) 一時保育に関する事項 

  (8) その他必要な事項 

 （会議録の作成） 

第７ 審議会等は、会議の終了後１か月以内に、会議録を作成するものとする。 

 （会議録の閲覧等） 

第８ 審議会等は、会議録及び会議資料等を市民の閲覧に供することにより、会議の

結果を公表するものとする。ただし、第３各号に掲げる情報に係る会議録及び会議

資料については、この限りでない。 

２ 会議の結果の公表は、市ホームページへの掲載、情報ルームへの設置等の方法に

より行うものとする。 

 （運用状況の公表） 

第９ 市長は、審議会等の会議公開の運用状況について、毎年１回公表するものとす

る。 

 

 

   附 則 

 この指針は、平成 13 年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この指針は、平成 16 年４月１日から実施する。 

   附 則 



 

 この指針は、平成 22 年４月１日から実施する。 


